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 裸売り

豚肉の販売形態

牛肉の販売形態

鶏肉の販売形態
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「ごみ減量」「気候変動防止」「放射性物質の内部被曝防止」「環境コミュニケー
ション」

　店舗として、顧客に協力を求め、また協働で環境負荷の低減に具体的に取り
組むことは重要である。また、その前提として、顧客に対して環境情報を分か
りやすく提供することが求められる。そこで具体的な取り組みとしてレジ袋の
削減（買い物袋の持参）活動と容器包装類の回収ボックスの設置について調査
した。これらは、ごみ減量と気候変動防止につながる活動である。また、環境
情報の積極的な提供として、法的義務のない食品の放射性物質検査についての
店頭表示の有無と、同じく法的義務のないカット野菜・果物及び刺身盛り合わ
せの原産地表示の有無について調査した。

　6割弱の店舗では「レジ袋有料化」が実施されていることがわかった。そ
の中で「有料化は地域全体として自治体と協定等を結んで実施している」「フ
ランチャイズチェーンの取り組みとして、有料化している」が各々約 1/3 あっ
た。反対にレジ袋有料化及び買い物袋持参者へのポイント付与、値引き、ス
タンプ等、レジ袋削減に関して具体的な取り組みがない店舗が 1割強あった。
　容器包装類の回収ボックスの設置は、「牛乳パック」が最も多く 8割強、「ト
レイ類」は 3〜 6割であり、何らかのトレイの回収ボックスを設置している
のは 9割以上とほとんどであった。これらの設置状況は、店舗のある自治体
の分別収集の種類方法によって左右されていると推測される。「牛乳パック」
の回収ボックス設置が多いのは、回収する市民活動が盛んであること、比較
的良質の古紙資源であること、自治体での牛乳パックのみでの分別収集は比
較的少ないことなどが要因だと考えられる。一方、「古紙」「古着」の回収ボッ
クス設置は 1割ないしは 1割未満であった。これは地域で集団回収や市中回
収されることが一般的であるためと考えられる。　
　食品に関する放射性物質の店頭表示は、「自主基準値の設定」「検査の取組」
「測定結果」のいずれも 1割に満たない店舗での実施に留まっている。
　「カット野菜」「カット果物」の原産地表示は 6〜 7割の店舗で実施されて
いるが、「刺身盛り合わせ」の原産地表示は 2割強の店舗での実施に留まった。

調査のねらい

調査結果

店舗としての環境行動、消費者への環境関連情報の提供6

※	店頭で食品の放射性物質検査について表示する義務はない。また、カッ
ト野菜やカット果物には、水溶性の栄養素が流出しやすい、変色防止等
のために洗浄過程で次亜塩素酸ナトリウムなどの添加物が使用されてい
る危険性がある、などの問題点があり、推奨できる商品ではない。ただ、
本調査は、原産地表示の義務がないカット野菜やカット果物に対しても、
消費者への情報提供として原産地表示を積極的に実施しているかのポイ
ントで調べた。
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レジ袋削減の取り組み

放射性物質表示

トレイ回収ボックスの設置回収ボックスの設置

原産地表示
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〒 604-0934 京都市中京区麩屋町通ニ条下る 
第二ふや町ビル 405

お問い合わせください☞

TEL：075-211-3521

E-mail：life@kankyoshimin.org

【会員募集中】

FAX：075-211-3531

http://www.kankyoshimin.org 

認定 NPO 法人 

環境市民

　この調査は、クラウドファンディングサービス「READYFOR?」
による 83 人の方のご寄付及び別に 6 人の方のご寄付をいただき実
施いたしました。深く感謝いたします。また全国 120 社 173 店舗
には、快く調査にご協力いただきました。深く感謝いたします。

　地球温暖化の防止、ごみの減量、生物多様性の保全など、私たちの未来のために
取り組むべき環境問題が多くあります。これらの解決のためにはライフスタイルと
経済活動を変えていく必要があることは、世界中で認識されています。その解決の
ための行動としてグリーンコンシューマーは、誰もがいつでもできて、しかも効果
的な取り組みです。そのグリーンコンシューマーを知る講演会、セミナー、ワーク
ショップ（「買い物ゲーム」「クイズ大会」）を環境市民では、提供し、大変好評を
いただいています。ぜひ貴社、貴団体、貴自治体でも開催をお考えください。企業
向け、市民向け、行政向け等、様々なアレンジが可能です。お気軽に下記まで電話、
メールでお問い合わせください。

　環境市民では、全国各地の NPO/NGO と連携しながら、このような調査活動など
をさらに展開していく予定をしています。ご関心のある方は、ぜひお問い合わせく
ださい。

●調査票をご覧になりたい方は下記サイトを　　
　ご参照ください（ダウンロード可能）。
　また調査結果について詳しいことをお知りに　
　なりたい方は、環境市民にお問い合わせください。

http://www.kankyoshimin.org/modules/
activity/index.php?content_id=180

　残念なことにイトーヨーカ堂は、行政からの調査依頼を除く、消費者団体や NPO からの調査依頼は全
て応じていない、という理由で、正式に調査を断られました。消費者と企業が協働して、環境問題への
対応や持続可能な社会づくりをすすめていくことが現在の社会的要請だと考えます。このような観点か
ら、ぜひ次回の調査にはご協力をいただけるよう、再考を強くお願いします。

※環境市民は、1991 年に日本で初めてグリーンコンシューマー活動を具体化し様々な
　活動を展開してきました。（2004 年に環境大臣賞・グリーン購入大賞を受賞）。

謝意

調査担当

グリーンコンシューマーの講演、ワークショップを開催されませんか

グリーコンシューマー活動にご関心のある方へ


